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抄　録

　本研究は、教員の養成段階（教職課程）において学ぶ意義があると考えられる作業療法領
域の事項について、文献レビューをもとに明らかにすることを目的に、データベースにCiNii 
Research、メディカルオンライン、および医中誌Webを選択し、検索ワードを「作業療法 
and 通常学級」として、11件の対象文献を抽出した。対象文献を研究デザインにより分類する
とともに、OTとして学校教育にかかわるうえで有用であると考察されている作業療法領域の
理論や評価、手段等の事項について、キーワードを抽出した。研究デザインによる分類の結果、
介入研究は５件（直接支援的介入２件・コンサルテーション的介入３件）、その他は６件であ
り、介入研究の対象児は発達障碍ないしはその傾向のあるこどもが多かった。キーワードとし
ては「アセスメント」「感覚統合」「（作業療法領域の）支援内容の理解」等10個が抽出された。
こうした事項を学ぶことは、広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を担う者にとっ
て非常に意義が大きく、より良い教育実践へとつなげたり、外部専門家としてのOTとの円滑
な連携をおこなったりするうえでの必要性が考えられた。

キーワード：教員養成，教職課程，作業療法，通常学級，特別支援教育

１．緒言

　2007年の特別支援教育の法制化以降、特別支援教育の対象概念の拡大や、対象となるこども
の障碍の多様化に伴い、指導内容や求められる専門性も多岐多様となるなか、特別支援教育に
おける外部専門家の活用や教員との連携は必要不可欠となっている。外部専門家には医師の他、
リハビリテーション専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）や心理士（臨床心理士・
臨床発達心理士・公認心理師）などが挙げられるが、倉澤ら（2019）が、ICF-CY国際生活機
能分類-児童版を用いて全国の特別支援学校を対象に外部専門家（理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士・臨床心理士・臨床発達心理士）への相談内容を検討したところ、作業療法士（以
下「OT」）への相談内容としては、活動、参加や、心身機能・身体構造、環境因子の多面にわ
たり、作業療法領域の汎用性の高さが示されている12）。
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　文部科学省は2013年より実施したインクルーシブ教育システム構築事業において、特別支
援学校機能強化モデル事業として、特別支援学校のセンター的機能を強化するためにOT等の
外部専門家の配置・活用を示している13）。日本作業療法士協会も「第一次作業療法５ヵ年戦略
（2008-2012）」において、「特別支援教育への対応」を掲げた（なお、これは続く第二次、第
三次においても重点事項として示されている）14）−16）。都道府県別の取り組みとしては、梅谷
ら（2017）が、京都府作業療法士会として特別支援教育と作業療法との協働を目的に特別支援
教育OTチームを設立し、学校訪問をおこないOTの視点からの児童・生徒のアセスメントや支
援計画の提案、教員向けの研修会などの活動を展開している17）。しかし、日本作業療法士協会
の会員管理システムに登録しているOTのうち、実際に特別支援学校に勤務しているOTは98名
（0.2％）に過ぎない18）。また、文部科学省（2018）によると、望ましい教育的対応等につい
ての専門的意見を示すことを目的として教育委員会等に設置される、OT等の専門的知識を有
する者から構成される専門家チームを活用している学校等は55.1％（小学校では63.0％）にと
どまり19）、OT等の外部専門家の活用や教員との連携は未だ十分とは言えない。
　課題のひとつは、対象となるこどもに関する担任や学校等の理解が深まり、最善の環境設定
やかかわり方を自律的に考えていけるようにしていくための、OT等の外部専門家による「コン
サルテーション的介入」に、極めて高いスキルが求められることである。日本作業療法士協会は、
2007年の特別支援教育の法制化以降、教育領域への参画に積極的に取り組んできた。2014年度
から2016年度までの３年間には重点課題研修として「学校を理解して支援ができる作業療法士
の育成研修会」を実施し、2016年に「学校作業療法士」という呼称を提案している20）。日本作
業療法士協会が学校作業療法士の考え方として「学校を理解して支援ができる」とした理由に
ついて、同協会担当理事の酒井（2021）は、OTが教育領域に参画し、対象となるこどもに対
して直接支援をおこなうのではなく、コンサルテーション的介入をする際、通常学級での過ご
し方としてセラピールームにおける個別作業療法場面でおこなうようなアクティビティを紹介
したり、授業場面をみて本人の力にマッチしていないとか、もっとよい方法があるとか、学校
でおこなっている授業活動を一方的に非難したりするような指摘が、学校や先生の琴線に触れ
ていることを挙げている。そして、OTが教育領域に参画する際に共通する課題として、「授業
を含めた学校での活動への理解が乏しい」「授業内容の理解が乏しい」「学校での取り組みの経
過を理解しようとしない」「学校および教員の専門性の尊重が乏しい」といったことがあるこ
とを指摘し、コンサルテーション的介入によって、OTがコンサルタントとなって、学校教育
現場の教員をコンサルティとして支援していくにあたっては、「相手（教員）の文化の尊重と
相手（教員）の文化へのリスペクト、相手（教員）の文化を知り、理解しようとする姿勢」を
もち連携する、「学校がわかるOT」でなければならないとしている21）。
　この課題解決に向けた今一つの方策は、多職種連携協働（Interprofessional Work：以下
「IPW」）と、そのための多職種連携教育（Interprofessional Education：以下「IPE」）であろう。
IPWは医療の現場においてはチーム医療として2000年頃から、また、地域包括ケアシステムに
おいて2010年頃から急速に推進されており、医療専門職の養成教育においてはIPEが導入され
ている。既述の通り、特別支援教育の推進においてもIPWが求められるが、教員養成において
はIPWを実践するための専門性を身につけるIPEはほとんどおこなわれていない。そこで著者
は先行研究において、IPEに関して先駆的に取り組まれている医療専門職養成における概念を
援用しつつ、教員養成においてもIPWの必要性の理解に留まるのではなく、「他職種の理解」
を学修課題として設定し、OT等の専門家からの直接的な教授を受けることと、PBL（Problem-
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based Learning：課題解決型学習）等の課題検討に同専門家が参画する必要性を示した22）。教
員養成におけるIPE実践においては、連携するOT等の専門職の価値観や、こどものアセスメ
ントの仕方、支援に対する考え方などを理解することが必要であり、前述の酒井の指摘を引用
すれば、教員にも、OTの「作業とは何か、作業遂行とは何か、作業遂行を支援するとは何か、
活動と参加とをどう考えるか」といった作業療法的視点を学び、作業療法という異文化に対す
るリスペクトと理解しようという姿勢をもって連携できる専門性を身につけていくことが求め
られる。

２．目的

　緒言の通り、著者は先行研究において、教員養成において「他職種の理解」を学修課題とし
て設定する必要性とその方法論の一端を示した。しかし、具体的な学修内容や事項にまでは言
及できていない。そこで本研究では、他職種として汎用性の高さが示され、特別支援教育への
参画も推進している作業療法領域に焦点をあて、教員の養成段階（教職課程）において学ぶ意
義があると考えられる作業療法領域の事項について、文献レビューをもとに明らかにすること
を目的とする。

３．方法

（１）対象文献の抽出方法
　2022年５月18日から６月22日にか
けて対象文献の抽出をおこなった。
対象文献は、特別支援教育法制化の
2007年以降のものとし、データベー
スはCiNii Research、メディカルオ
ンライン、および医中誌Webを選
択した。本研究の目的は、広くこれ
からの学校教育（通常（一般の）教育）
を担う者が、その養成段階（教職課
程）において学ぶ意義があると考え
られる作業療法領域の事項について
検討するものであることから、検索
ワードは「作業療法 and 通常学級」
とした。抽出された文献から、重複
する文献を除外したうえで、掲載誌が学会抄録集や各都道府県作業療法士会等の学術誌である
ものを除外し、さらに本研究の目的に照らして合致しない内容の文献について除外した（Fig.1）。

（２）対象文献分析上の操作的分類
　対象文献の内容を精読したうえで、以下の操作的分類にもとづいて分析をおこなった。

Fig.1　対象文献の抽出方法
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　まず、研究デザインとして介入研究であるか否かによって、「介入研究」と「その他」に分
類した。さらに、「介入研究」については介入方法別に、「直接支援的介入」と「コンサルテー
ション的介入」に分類した。「直接支援的介入」は、OTが学校教育現場において、こどもに対
して直接、作業療法を実施し、その効果等を報告したものである。「コンサルテーション的介入」
は、OTがコンサルタントとなり、学校教育現場の教員をコンサルティとして支援し、その効
果等を報告したものである。
　さらに、各文献において、OTとして学校教育にかかわるうえで有用であると考察されてい
る作業療法領域の理論や評価、手段等の事項について、キーワードを抽出した。なお、キー
ワードを抽出するにあたっては、本研究の目的に照らして、「学校教育現場の教員としてのよ
り良い教育実践へとつなげることに寄与する作業療法領域の理論・評価・手段等の事項である
こと」、または「学校教育現場の教員が外部専門家としてのOTとの円滑な連携をおこなううえ
で必要とされる事項であること」を判断基準とした。また、キーワードに関連する下位項目が
ある場合には系列キーワードとして抽出した。
　なお、研究デザインによる分類と作業療法領域のキーワードの抽出は著者が一人でおこなっ
た。

４．結果

　抽出された対象文献は11件であった（Table１）。各文献を精読し、操作的分類にもとづい
て分析した（Fig.2）。なお、文献№８と№９は一連の研究であるため統合した。
　介入研究は５件（直接支援的介入２件１）２）・コンサルテーション的介入３件４）６）10））、その
他は６件３）５）７）８）９）11）であった。
　キーワードとしては、「①アセスメント（問題行動の原因の正しい理解／こどもの呈する課
題とその関連要因への理解／こどもへの理解の深まり／こどもの行動を新たな観点でみる「視
点の拡大」／不適応状況の要因としてのこどもの特性の把握）」、「②身体性を活かした支援」、
「③環境適応に向かっての調整と段階付けの知識と技術」、「④かかわり方に係る理論」、「⑤
MTDLP（生活行為向上マネジメント）」、「⑥感覚情報処理特性の理解（感覚統合）」、「⑦支援
方法・学習内容・環境の工夫」、「⑧感覚統合理論を基盤とした評価」、「⑨（作業療法領域の）
支援内容の理解」、「⑩成育歴における支援内容の理解」が抽出された。また、系列キーワード
としては、「①アセスメント」の系列キーワードとして「感覚統合」「特性要因図」「社会的環
境調整（学校全体の理解向上・保護者へのフィードバック）」が抽出され、「④かかわり方に係
る理論」の系列キーワードとして「ABA／CO-OP」が抽出され、「⑤MTDLP（生活行為向上
マネジメント）」の系列キーワードとして「ICFによるアセスメント」が抽出された。
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Table１　抽出された対象文献の概要
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５．考察

　抽出された対象文献のうち、介入研究においては、その対象児は発達障碍ないしはその傾向
のあるこども（広汎性発達障碍１）・多動性・衝動性と自閉症的な行動特性２）・自閉スペクトラ
ム症６）・学習障碍10））が多かった。アテトーゼ型脳性麻痺を対象児とする文献４）もあったが、
この対象児は就学判定で特別支援学校中等部と判定されたが、希望により通常学級に入学した
ケースである。本研究では、対象文献の抽出における検索ワードに「通常学級」を採用してお
り、現在、通常学級に在籍する特別支援教育の対象となるこどもの多くが発達障碍ないしはそ
の傾向のあるこどもであることから、このような結果になったものと考える。また、研究デザ
インの別に関わらず、「アセスメント」が多くの対象文献において抽出された。一方、「感覚統
合」はコンサルテーション的介入では抽出されず、「（作業療法領域の）支援内容の理解」は介
入研究では抽出されなかった。これは、「感覚統合」は理論的背景にもとづいた専門性を必要
とする支援方法であることから、OTが直接支援的介入をおこなう場合には用いることが可能
だが、コンサルテーション的介入においては用いることが難しいことを示唆していると考える。
また、「（作業療法領域の）支援内容の理解」が抽出された文献は、学校適応支援のための作業
療法に係る網羅的な調査研究８）９）と、学校適応に関する要因についての母親による後方視的
な調査研究７）であり、学校適応支援としての作業療法に関しては、それを俯瞰的に捉えると、
学校・教員・保護者等が作業療法領域の支援内容の共通理解を図ることが必要であることを示
唆していると考える。
　また、結果より、広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を担う者が、その養成段
階（教職課程）において学ぶ意義があると考えられる作業療法領域の事項として、「Ⅰ：アセ
スメント（問題行動の原因の正しい理解／こどもの呈する課題とその関連要因への理解／こど
もへの理解の深まり／こどもの行動を新たな観点でみる「視点の拡大」／不適応状況の要因と
してのこどもの特性の把握）」「Ⅱ：感覚統合」「Ⅲ：（作業療法領域の）支援内容の理解」「Ⅳ：
その他（身体性を活かした支援／環境適応に向かっての調整と段階付けの知識と技術／かかわ
り方に係る理論／MTDLP（生活行為向上マネジメント）／支援方法・学習内容・環境の工夫）」
が挙げられた。以下、各事項について考察を加える。なお、考察中の二重カギ括弧は、対象文
献のキーワード、あるいは系列キーワードであることを示す。

（１）アセスメント
　作業療法領域の理論・評価・手段等として、学校教育現場の教員がその教育実践をさらによ
り良いものとしていけることに寄与する事項として、アセスメントが多くの文献で示されてい
た。こどもの実態把握としてのアセスメントについて、作業療法では、こどもの感覚機能や認
知機能といった神経学的な問題と、行動面・学習面など生活のなかで具体的にあらわれてくる
問題とを関係づけて捉える23）。この作業療法領域のアセスメントに関する専門性は、学校教育
現場の教員に、こどもの生活上・学習上・行動上の困難を理解するうえでの『こどもの行動を
新たな観点でみる「視点の拡大」』をもたらすことができ、そうした『こどもへの理解の深まり』
は、『社会的環境調整（学校全体の理解向上・保護者へのフィードバック）』にも活かされる。
さらに、こうしたアセスメントに係る専門性の深まりは、こどもの実態に即したより良い個別
の指導計画を作成していくうえでも極めて重要である。
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　これまで、教職課程におけるこどものアセスメントについては、主として心理学的知見をベー
スとしたものが多かった。こどものアセスメントは、教職課程における「幼児、児童及び生徒
の心身の発達及び学習の過程」のなかで教授されることが多いが、これは教育心理学や発達心
理学等の科目として開講されることがほとんどである。2019年に改正された教職課程で、「特
別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」を１単位以上修得することとなり、
特別支援教育科目が必修化となったが、これは改正前までは、いわゆる「含む規定」として、「幼
児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の心身の発達
及び学習の過程を含む。）」と示されていて、「幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程」
に含まれていた。したがって、改正後の現在も、特別支援教育科目におけるこどものアセスメ
ントは心理学的知見をベースにする傾向にある。
　ただし、本研究では『ICFによるアセスメント』という系列キーワードが抽出されたが、特
別支援教育領域においても、ICF（International Classification of Functioning：国際生活機能
分類）は必須の学習事項であり、ICFの構成概念を枠組みとした実態把握資料や関連図を用い
た、こどものアセスメントや実態把握の方法や有用性も報告されている24）−29）。また、本研究
では『特性要因図』という系列キーワードも抽出されており、こどものアセスメントに有用な
具体的ツールや、心理学的知見だけにとどまらない多角的なアセスメントの方法を養成段階（教
職課程）において学ぶことは、広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を担う者にとっ
て非常に意義の大きいことだと考えられる。

（２）感覚統合
　感覚統合理論はアメリカの作業療法士エアーズ（Ayres,A.J.）によって提起された。感覚統
合とは、人間が自分の身体や環境からの感覚情報処理能力を整える神経学的過程であり、環境
のなかで自分の身体を有効に使うのを可能にすることと定義されている30）。したがって、感覚
処理能力の低下は適切な身体動作を困難にし、学習や行動を妨げる要因となる。そこで、OT
はこの感覚統合理論にもとづいた『アセスメント』や、『感覚統合理論を基盤とした評価』、こ
どもの『感覚情報処理特性の理解』をし、感覚の量と質にアプローチし、感覚情報処理能力を
改善することで学習と行動の能力を高める。
　通常学級に6.5％の割合で在籍しているとされる発達障碍の可能性のあるこどものなかには、
この感覚統合に障碍があるこどもも少なくない。感覚統合障碍があると、座位姿勢が崩れて椅
子に座り続けることが難しかったり、書字に困難を示したり、学用品（コンパス・定規・はさ
み・リコーダー等）の操作が不安定だったりする。こうしたこどもの課題や不適応行動、不器
用さなどを感覚統合理論にもとづいて評価・理解していけるようになることは、学校教育現場
の教員がその教育実践をさらにより良いものとしていけることに寄与すると考えられる。
　ただ、教職課程において感覚統合を系統的に学修するのは現実的ではない。したがって考え
られるのは、感覚統合のエッセンスを学び、こどものアセスメントや実態把握の枠組みを拡げ
たうえで、OTには感覚統合理論の専門性があることを理解しておくことにより、外部専門家
としてのOTとの円滑な連携へとつなげていくことができるようにしておくことだと考えられ
る。

（３）（作業療法領域の）支援内容の理解
　現在、学校適応支援をおこなっているOTの多くは、『感覚統合理論を基盤とした評価』をお
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こない、基本的能力を対象とした「感覚・運動遊び」や「基本的動作訓練」をおこなうことと、
視知覚機能の評価や人物画の描画を通じて、眼と手の協調などを評価し、「物品・道具・遊具
の操作」「書字」、またセルフケアなど、学校参加に必要となる応用的な活動を対象とした作業
療法を実施している８）・９）。広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を担う者がその
養成段階（教職課程）において、こうした作業療法領域の支援内容を理解しておくことは、外
部専門家としてのOTとの円滑な連携をおこなううえで有用だと考えられる。
　また、就学前に発達障碍（知的能力障碍は伴わない）の診断を受け、小学校の通常学級に就
学したこどもの母親は、就学前より医療や療育機関を活用し、主体的に保育所等に向けて働き
かけてきており、就学後も同様に学校に働きかけをおこなっているが、就学移行期では学校と
の連携の困難さを感じている。その背景には、就学前に医療や療育機関で把握されたこどもの
実態を学校に伝え、学校側のこどもの理解を支える手段は、OT等の専門職が記述した就学支
援シートなどが中心となるが、こうした就学前情報を通常学級で活用するには、特別支援教育
の経験がある教員か特別支援教育コーディネーターの仲介などが必要で、学内の組織的な支援
がない場合には学校との関係づくりに不全感を感じるということがある７）。通常学級に在籍し
ている発達障碍のあるこども（あるいは発達障碍の可能性のあるこども）のなかには、就学前
に作業療法等の専門的な支援を受けてきている場合も少なくない。個別の教育支援計画や就学
支援シートに記述されたアセスメント内容やこれまでに受けてきた支援について、ある程度は
理解し、保護者との円滑な連携や支援協力体制を築くためにも、広くこれからの学校教育（通
常（一般の）教育）を担う者がその養成段階（教職課程）において、作業療法領域の支援内容
を一定程度理解しておくことは必要なことだと考えられる。

（４）その他
　通常学級に在籍する発達障碍のあるこどもへの作業療法の効果として、書字の困難さを運動
コントロールの問題として捉え、身体運動を用いた支援を多く取り入れることや、紙やすり等
の道具の使用により体性感覚のフィードバックの明確化と聴覚的な手がかりを用い運動コント
ロールの向上を試みることで、適応的な授業参加時間が増加した報告がある１）。現在は学校教
育現場でも、発達障碍の特性をふまえて視覚的・聴覚的な支援を用いることも増えており、養
成段階（教職課程）においてもそうした支援の意義や有用性について教授されることも一般的
だが、作業療法は視覚的・聴覚的な手がかりに加え、体性感覚による『身体性を活かした支援』
をおこなうことが特徴である。また、特別な教育的ニーズのあるこどもが学校で示す困難さや
その理由はさまざまである。OTはこどもの困難さを感覚・知覚・認知と運動・行為・行動を
も含んだ視点から評価と支援をおこない、こどもの主体性を引き出す関わりや、道具の使用や
環境調整等も考慮したうえでの支援をおこなう１）。このOTがもつ視点の広さと、『環境適応に
向かっての調整と段階付けの知識と技術』は、学校においても有効に活かされる。こうした作
業療法領域の専門性を学んでおくことは、広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を
担う者にとっても必要なことであり、より良い教育実践へとつなげたり、外部専門家としての
OTとの円滑な連携をおこなったりするうえで必要なことだと考えられる。
　通常学級に在籍する学習障碍児に対して、OTがコンサルテーション的介入をおこない、対
象児の特性を生かした教授方法や書字しやすい教材を工夫したことによって、文字の読み書
きが習得され、教科学習に対する動機の向上も認められた報告がある10）。そこにはコンサル
ティとして支援を受けた教員が、『ABA（応用行動分析学的アプローチ）』にもとづき正の強
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化を徹底したことで学習意欲が高まった可能性や、『CO-OP（Cognitive Orientation to daily 
Occupational Performance）』にもとづいて、読み方などの課題に対して教員が対象児と話し
合いながら方略を練るようにしたことが課題克服への動機づけにつながった可能性が示唆され
ている。ABAについては現在も教職課程において扱われることも多いが、こうした作業療法
領域の専門性としての『かかわり方に係る理論』を学んでおくことは、広くこれからの学校教
育（通常（一般の）教育）を担う者にとって非常に意義の大きいことだと考えられる。
　『MTDLP（Management Tool for Daily Life Performance：生活行為向上マネジメント）』は、
日本作業療法士協会が老人保健健康増進等事業の取り組みから、作業療法を分かりやすく示す
ために開発した「作業療法を見える化」したマネジメントツールである。こどもを対象とした
活用報告はほとんどみられないが、池田（2016）が特別支援教育においてOT・親・教員との
懸け橋としてMTDLPを活用した事例を報告している６）。学校教育現場の教員がMTDLPを支
援ツールとして活用するものではないが、MTDLPで用いられている『ICFによるアセスメン
ト』は、前述の通り、広くこれからの学校教育（通常（一般の）教育）を担う者がその養成段
階（教職課程）において学ぶべき重要な事項であるし、MTDLPの概要を学んでおくことで、
OTや保護者との円滑な連携や支援協力体制を築くこともできると考えられる。
　通常学級へのOTのコンサルテーション的介入において、活かされる作業療法の特徴に、学
習しやすい環境や道具の工夫、生活全体を考慮した支援の考案といった『支援方法・学習内容・
環境の工夫』が挙げられることが報告されている３）。見えやすさ・集中しやすさを考慮した席
位置や、机や椅子の高さ調整、座りやすい椅子の工夫、ペングリップの調整、定規の裏に滑り
止めをつける、引き出しの中を整理しやすいように仕切りをつくるなど、学習環境や学用品の
調整によって、こどもが学校でおこなう学習・生活行動を遂行しやすくするように物理的環境
を工夫していけるようになることや、それらの工夫の結果もふまえて、こどもにとって効果的
で適切な学習内容を考案できるようになることは、広くこれからの学校教育（通常（一般の）
教育）を担う者にとって非常に意義の大きいことだと考えられる。

６．結語

　本研究は、教員の養成段階（教職課程）において学ぶ意義があると考えられる作業療法領域
の事項を明らかにすることを目的に文献レビューをもとに検討した。その結果、本研究で対象
とした11件の文献におけるOTの学校教育への関与報告では、介入研究は５件、その他は６件
であり、介入研究の対象児は発達障碍ないしはその傾向のあるこどもが多かった。教員として
のより良い教育実践へとつなげることに寄与する作業療法領域の事項や、OTとの円滑な連携
をおこなううえで必要とされる事項として、「アセスメント」「感覚統合」「（作業療法領域の）
支援内容の理解」等が挙げられた。こうした事項を学ぶことは、広くこれからの学校教育（通
常（一般の）教育）を担う者にとって非常に意義が大きく、より良い教育実践へとつなげたり、
外部専門家としてのOTとの円滑な連携をおこなったりするうえでの必要性が考えられた。
　ただし、本研究は限られた文献からの知見であり、文献を抽出する際のデータベースや検索
ワードの選択によっては、新たな文献が抽出されたり他の知見が得られたりする可能性がある。
これらの点については今後の課題としたい。
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